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団地を元気にする取り組みをはじめよう
1

（１） ガイドラインの背景

日本の総人口は2010年をピークに減少期に入り、2013年には4人に1人が高齢者となる高齢化社会を迎えて

います。今後は、団塊の世代の高齢化に伴い、2030年には高齢化率が30％を超えるなど、一層の高齢化が見

込まれています。こうした人口減少や高齢化の進行に対処するため、厚生労働省においては、2025年を目途

に、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもと、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを

人生の最後まで続けることができる、地域包括ケアシステムの構築を推進しています。

　地域包括ケアシステムの構築にあたっては、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供されるよ

う、高齢化の進展状況などに応じて、それぞれの地域が持つ特色を生かした地域づくりが求められます。

　特に、高度経済成長に急激な人口増加による住宅需要に応えるため、大都市圏を中心に全国各地に開発さ

れてきた団地では、同世代が一時期に数多く入居したこと、建物の老朽化によって新たな人口流入も減少しつ

つあることなどから、今後、他の地域に増して急速に高齢化が進展し、単身高齢者も大量に発生することが見

込まれます。その結果、自治会活動の担い手不足など、団地におけるコミュニティ活動の維持、継続にも支障

が出てきています。

　一方で、団地の区域に応じた自治会が組織されていて既存のコミュニティ活動の基盤があることが多いほ

か、集会施設などの利用可能な空間があることが多いなどの特徴があります。こうした特徴を踏まえ、様々な

方々と連携しながら、団地を活性化するための取り組みを行っている団地もあります。

　前述したように、団塊の世代が75歳以上となる2025年（平成37年）を目途に、高齢者が重度な要介護状態

となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで続けることができるよう、各地域で地域包括ケアシ

ステムの構築に向けた取り組みが推進されています。

　地域包括ケアシステムの構築にあたっては「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提として、

「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要であり、かつ、自助・互助・共助・公助をつなぎあわせる

（体系化・組織化する）役割が必要となります。とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなけれ

ば、強い「互助」を期待できないという点が指摘されています。

（２）団地を元気にする取り組みと介護予防・

日常生活支援総合事業の関係

　介護保険制度は、平成17年介護保険法改正により、介護予防事業、予防給付、介護給付の3つのサービス体

系となり、このうち介護予防事業については、軽度の要介護状態の高齢者を水際で食い止めるための主要な事

業として地域支援事業の中に位置づけられました。　　　

　ただし、この10年間で下図に示すような課題も明らかになりました。機能回復訓練などの高齢者本人へのア

プローチだけではなく、「地域づくり」などの高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのと

れたアプローチができるように介護予防事業を見直す動きの中で、平成23年介護保険法改正において、要支

援者・二次予防事業対象者に対して介護予防・日常生活支援総合事業が創設されました。

　平成26年介護保険法改正において創設された新しい介護予防・日常生活支援総合事業の枠組みは以下の

通りです。介護予防・日常生活支援総合事業の創設により、市町村は、介護予防及び日常生活支援のための事

業を市町村が総合的に行うことが可能となりました。

（出典）厚生労働省ホームページより

※：モデル事業では、モデル市区町村において、一次予防事業対象者から要介護 2までの者であって、ADLが自立又は見守りレベルかつ日常生活行為の支援の必要可能性

のある者に対するサービスニーズの把握、必要なサービス（予防サービス及び生活支援サービス）の実施、効果の計測及び課題の整理を実施。

図表 2　地域包括ケア

図表 3　これまでの介護予防に関わる事業の経緯

図表 1　地域包括ケアシステムの姿

●地域支援事業の創設

→市町村が実施主体となり、高齢者が地域で自立した日常生活を送れるよう、「介護予防事業」「包括的支援事
業」「任意事業」を展開。

〈介護予防に関わる課題〉
●介護予防の手法が、心身機能を改善することを、目的とした機能回復訓練に偏りがち。

●介護予防終了後の活動的な状態を維持するための多様な通いの場を創出することが必ずしも十分でなかった。

●介護予防の利用者の多くは、機能回復を中心とした訓練の継続こそが有効だと理解し、また、介護予防の提供者

も、「活動」や「参加」に焦点をあててこなかった。

●二次予防事業は、対象者把握に事業費の約3割を投入したが、事業への参加率は高齢者人口の0.7％にとどまった。

●新しい総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の創設

〈課題に対する対応（最近の主な事業例）〉
●平成24～25年度　市町村介護予防強化推進支援事業…2年間のモデル事業（※）として13市区町村で実施

●平成26～28年度　地域づくりによる介護予防推進支援事業…都道府県と連携し、市町村が地域づくりを通じて効

　　　　　　　　  果的・効率的な介護予防の取り組みを推進できるよう技術的支援を行う事業として実施。

通いの場づくりの技術支援

要支援者等に必要な予防サービス及び生活支援サービスの類型化

平成18年度

平成27年度

過去10年で

見えてきた

課題と

そのための

対応

基本チェックリストによる判定で、要介護リスクが高いと判定された人に二次予防事業（体操教室など）を実施。

●自助…介護保険・医療保険の自己負担分、市場サービスの導入、自身や家族による対応

●互助…費用負担が制度的に保障されていないボランティアなどの支援、地域住民の仕組み

●共助…介護保険・医療保険制度による給付

●公助…介護保険・医療保険の公費（税金）部分、自治体等が提供するサービス

（出典）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地

域包括ケアシステムと地域マネジメント」（地域包括ケアシステム構築に

向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業）、平成27年度厚生

労働省老人保健健康増進等事業、2016年
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